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　名寄市病院事業専用
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臨時受付＜郵送または持参提出＞
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申請関係書類はクリップ止めにして提出して下さい（ホチキスでは止めないで下さい）

申請書等　
摘　　要 様　式　番　号

２頁有り 別記２０号、３０号様式

同じ様式を２枚記載 別記２１号、３１号様式

うち１枚は受理票として返却

申請書等の記載方法は別紙１を参照ください

申請関係書類（この順番に編纂してください）

種　　別 法　　人 個　　人 発　行　先 条　　　　件 備　考

添付書類（この順番に編纂してください）

種　　別 法　　人 個　　人 発　行　先 条　　　　件 備　考

登記事項証明書 ○ 法務局 申請時３ヶ月以内の発行 別紙２　１(1)参照

個人事業開廃 開業時に届出した控

業等届書<控> 紛失時は再度届け出可能

申請時３ヶ月以内の発行

所在市町村 納期到来分までの証明 別紙２　３(1)参照

法人＝法人分 コピー１部

個人＝個人分

原則、申請時３ヶ月以内の発行

○ ○ 納期到来分までの証明 別紙２　３(2)参照

(その３の３） （その３の２） 原則、申請時３ヶ月以内の発行 コピー１部

法的許認可を必要とする

事業

委任状　 委任の場合○ 委任の場合○ 別記２６号様式　類似も可

決算書 ○ 直前期の決算書、財務諸表等 別紙２　４(1)参照

申告書写し ○ 平成29年申告書写し 別紙２　４(2)参照

環境配慮電力
入札環境評価
項目報告書

○ ○
電力供給業務のみ提出
名寄市病院事業環境配慮電力入札
実施要綱　別表１

資格審査と認定
　※受付当日は混みあうことが予想されます。直ちに審査できない場合があります。この場合後日、申請書付票

　及び受理票（以下「受理票」という。）を送付させて頂きますので、予めご了承願います。

　※受理票交付後、審査委員会最終審査をいたします。質疑や内容不備がありましたら連絡しますので、御回答下さい。

　※資格に適合しない場合は２ヶ月以内に、文書で通知いたします。認定した場合は、通知いたしませんので受理票を大切

　　に保管して下さい。

申請書付票及び受理票 物品購入等用と業務委託等用

申　　　請　　　書

様　　　式 様式の種類

物品購入等用と業務委託等用

別記２３号様式
（業務毎に別葉とする）

誓約書（暴力
団排除に関す
る）

別記２２号様式○○

業務経歴書 ○ ○
※委託業務のみ※委託業務のみ※委託業務のみ※委託業務のみ
※１年間（平成29年分）※１年間（平成29年分）※１年間（平成29年分）※１年間（平成29年分）
業務申請時に業務毎に作成

別記２５号様式

有資格者名簿 業種により○ 業種により○ 許可所轄 資格を必要とする業務 別記２４号様式

協同組合等の
概要

○
協同組合等で登記のない場
合は各個人の登録

国税納税証明
書

税務署

市税納税証明
書

○ ○

共通様式

身分証明書 ○
本籍を有する
市町村

別紙２　２参照

社会保険等加
入報告書

○ ○

○ 税務署 別紙２　１(2)参照

許認可証 業種により○ 業種により○ 許可所轄 コピー各１部

受任先がある場合
は受任先も
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申請にあたって申請にあたって申請にあたって申請にあたって
　

　本件は、平成３０・３１年度名寄市病院事業が発注する物品、委託業務のうち別表に掲げる金額を超える契約

について、入札等の参加希望者の申請を受けるものです。

　なお、審査結果認定されますと､資格者名簿に登載し公開する場合がありますのでご承知ください。

 ◎注意事項 ◎注意事項 ◎注意事項 ◎注意事項

　１　申請者の地域要件として、北海道内に本社又は支社及び営業所があることが要件となっています。

　　　なお、個人の場合は北海道内に住所地があること。※電力供給業務は除く※電力供給業務は除く※電力供給業務は除く※電力供給業務は除く

　２　受付する品目、種目の変更に伴い、分類方法と分類番号も変わっています。ご確認のうえ記載してください。

　３　希望品目、希望種目が物品等分類表、業務分類表に該当しないものは受付対象外となります。

　４　申請付票及び受理票の希望品目、希望種目の中分類の登録「１又は２」のうち「１」と認定された品目、種目

　　が優先的に指名されます。

　５　業務委託の業務実績について、業務経歴書（業務ごとに別葉）を提出していただきます。

　６　申請時には、誓約書（暴力団排除に関する）を提出していただきます。

　７　社会保険等の加入状況の審査を行います。

　８　郵送での提出の場合は返信用封筒を必ず同封してください。

第１　対象となる金額及び契約物件（建設工事、建設関係委託業務を除く）

（１）１件の契約が下記の金額を超えるもの

別表 　　1件の予定価格（消費税及び地方消費税を含んだ額）

　が別表の金額を超える契約。（複数年にわたる債務負

　担行為等の契約は予定総額）

　　ただし、上記金額は消費税及び地方消費税を含んだ

　額です。また、債務負担行為（次年度以降も経費の支

　払を伴う契約）については、その合計額とします。な

　お、単価による契約で年間の予定総額が上記金額を上

　 　回る契約も含まれます。

（２）貯蔵物品（市が年間需要頻度の高い物品を予め、単価契約をする物品や印刷物）の契約

※（１）の金額以下の契約又は（２）の物品等契約を希望されない場合は、資格申請の必要がありません。

第２　申請の条件

　１　共通要件　　

　（１）北海道内に本社、支社及び営業所を有している事業者　※電力供給業務は除く電力供給業務は除く電力供給業務は除く電力供給業務は除く

　（２）市町村税（特別区にあっては都税）又は消費税及び地方消費税を滞納していない者。

　２　個別要件

　（１）物品の購入、印刷の請負及び物品の賃貸借に係る申請

　　　物品の購入、印刷の請負及び物品の賃貸借についての競争入札参加資格者は、次に掲げる要件を満た

　　している方でなければなりません。

　　ア　平成３０年10月１日現在において、引き続き２年以上その事業を営んでいること。

　　　（このうち、文房具を取扱希望する場合は、店舗を有しており、店頭販売実態が確認できること。）

　　イ　平成２９年１月１日から同年１２月３１日までの間にその事業にかかる売上高を有していること。

　　ウ　物品の製造、販売が法的許認可を必要とする場合については、許可、認可又は登録を受けていること。

種　　類 １件の予定価格

印刷等の請負 １３０万円

物品購入 ８０万円

物件の借入れ ４０万円

物件の売払い ３０万円

業務委託等 ５０万円
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　（２）情報処理業務に係る申請

　　　情報システム導入開発についての競争入札資格者は、次に掲げる要件を満たしている方でなければなり

　　ません。

　　ア　平成３０年１月１日現在において、引き続き１年以上その事業を営んでいること。

　　イ　平成２９年１月１日から同年１２月３１日までの間に情報システムの導入開発実績を有していること。

　　ウ　２年以上の経験を有するシステムエンジニア又はプログラマーを有していること。

　（３）警備、清掃、運送及び管理業務等に係る申請

　　　警備、清掃、運送及び管理業務等についての競争入札資格者は、次に掲げる要件を満たしている方でなけ

　　ればなりません。

　　ア　警備、清掃、設備保守等法的許認可が必要な業務については、許可、認定又は登録を受けていること。

　　イ　平成３０年１月１日現在において引き続き１年以上その事業を営んでいること。

　　ウ　平成２９年１月１日から同年１２月３１日までの間に申請種目の実績を有していること。

　　エ　従業員が２人以上であること。（代表者は含まない。）

　（４）電力供給業務に係る申請

　　　電力供給業務についての競争入札資格者は、次に掲げる要件を満たしている方でなければなりません。

　  ア　平成30年10月１日現在において引き続き２年以上その事業を営んでいること。 

　　イ　平成２９年１月１日から同年１２月３１日までの間に、国・地方自治体などの官公庁に対してその事業に係

　　　 　る売上高を有していること。 

　　ウ　法的許認可を必要とする場合については、許可、認可又は登録を受けていること。

　　中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）の規定に基づき設立された中小企業等協同組合及び

　中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）の規定に基づき設立された協業組合につい

　ては、当該中小企業等協同組合又は協業組合が次のいずれかに該当するときは、２に規定する資格要件の

　うち営業年数に係る資格要件は適用しないものとする。

　（１）中小企業庁（経済産業局及び沖縄総合事務局）が行う官公需適格組合の証明有するとき。

　（２）中小企業等協同組合のうち企業組合及び協業組合にあっては、設立の際に競争入札参加資格者であ

　　る者が構成員の過半数を占めているとき。

第４　資格の消滅　

　　競争入札参加資格者は、次の各号に該当したときは、当該資格は消滅するものとします。

　（１）政令167条の４第１項の規定に該当することとなったとき。

　（２）政令167条の４第２項各号のいずれかに該当し、競争入札への参加を排除されたとき。

　（３）営業に関し、法令の規定による許可、免許、登録等を要する場合において、当該許可、免許、登録等を

　　　取り消されたとき。

　（４）政令167条の５第１項及び政令167条の11第２項の規定に基づき事業管理者が定める資格要件を欠く

　　　こととなったとき。

　　資格の有効期間は、平成３０・３１年度の２年間とする（登録決定日～平成３２年３月３１日）。

第６　申請受付期間及び受付場所

    期間： 平成30年10月15日から10月31日

    場所： 北海道名寄市西7条南8丁目１番地　

名寄市立総合病院　事務部総務課経理係　　℡：01654-3-3101

第５　資格の有効期間

第３　資格要件の特例
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別紙１

　　　申請書・申請書付票記載の手引き

１　所在地について

事業所の所在地（個人の場合は住所地）は審査基準日（10月1日）の所在地（住所地）とする。

２　営業年数について

（１）事業の営業年数は審査基準日（10月1日）を基準としておこなう。

（２）個人営業の方が同一業種につき法人を設立した場合は、個人営業を開始した時点からの

　　期間を通算した年数をもって当該法人の経験又は営業年数とみなす。

（３）企業が対等合併した場合は、合併前における企業のうち最低の経験又は経験年数に合併

　　後の経験又は経験年数を加えた年数をもって、合併後の企業の経験又は営業年数とみなす。

（４）営業の譲渡があった場合は、その譲渡を受けたものの経験又は営業年数をもって譲渡を

　　受けた後における譲渡を受けたものの経験年数または営業年数とする。ただし、譲渡をし

　　たものの経験又は営業年数を超えるときは、その差の２分の１に相当する期間を譲渡を受

　　けたものの経験又は営業年数に加えた年数をもって譲渡を受けたものの経験又は営業年数

　　とする。

３　資　本　額

　＜法人の場合＞

基準日前日（9月30日）現在の払込済（登記済）資本金を記入する。

　＜個人の場合＞

記載不要。

４　従業員数

（１）従業員数は、代表者、家族従業員等を含めた当該事業に従事するすべての者を人数とする。

（２）法人で１０人以上の従業員を有する場合は記載不要。

（３）受任先がある場合は、受任先の従業員数を記入すること。

５　希望品目（種目）登録欄の記入方法

（１）次の要件を満たしている。 別記２１号、３１号様式　　登録欄「１」と記載

　＜法人の場合＞

登記事項証明書の目的欄に事業の内容が登記されている。

　＜個人の場合＞

個人事業開業届書＜控＞に希望する業種に係る事業の内容が記載されている。

（２）上記要件を満たしていない。 別記２１号、３１号様式　　登録欄「２」と記載

営業実態により認めることがあります。

６　誓約書の記載

　平成２５年度から名寄市暴力団排除条例及び名寄市契約等における暴力団等排除措置要綱を

施行しています。必要事項を記載してください。

７　その他

（１）申請書等の提出書類は黒インク、黒ボールペンを使用のこと。

（２）申請後、内容に変更がありましたら、速やかに別記３２号様式により、関係書類を添え届け

　出てください。

（３）所在地、名称、代表者氏名等は登記事項証明書に記載されているとおり記入してください。
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別紙２

　　　添付する書類について

１ 営業年数　開業などの状況がわかるもの

（１）登記事項証明書　＜法人の場合＞

　コピーをご提出ください。(申請時３ヶ月以内の発行)

　窓口は名寄に本社所在地を有する場合、旭川地方法務局名寄支局

１通６００円　代理の場合も委任状、印鑑不要

※５０枚を超える場合は６００円に超える枚数５０枚までごとに１００円を加算

（２）個人事業の開廃業等届書控　＜個人の場合＞

　　この届け出は事業の開始１ヶ月以内に納税地の所管税務署長に提出したもので、本人分控（

　税務署受付印押印）を保存されているものです。

　　もし、お手元にない場合は、改めて届け出することにより本人控えは受け取ることができま

　す。（営業開始の時期はその時点ではなく、開業のあった日に遡った届出ができます）

　窓口は名寄の場合、名寄税務署１階「管理運営・徴収部門」料金は無料

用意するもの

本  人＝ 印鑑

（代理人不可。本人による郵便での請求は可。）

２ 資格要件の確認

　市町村が発行する身分証明書　＜個人の場合のみ＞

　コピーをご提出ください。(申請時３ヶ月以内の発行)

　本籍を有する市町村窓口に申請（本籍と筆頭者を表示できること）

用意するもの

本　人＝

代理人＝ 委任状、代理人の本人確認書類（上記記載の書類が必要。）

３ 納税状況

（１）市税納税証明（滞納がないことを証明するもの）

　コピーをご提出ください。(原則、申請時３ヶ月以内の発行)

　窓口は名寄の場合、市役所２階「７番　納税係」料金は３００円

　※受任先がある場合、受任先の証明も必要。

　用意するもの　　

本　人＝ 印鑑

代理人＝ 委任状、印鑑、身分の証明できるもの（免許証や健康保険証）

（２）国税納税証明書その３関係　＜未納税額がないことを証明＞

　その３の２　（個人の場合）

　その３の３　（法人の場合）

　コピーをご提出ください。(原則、申請時３ヶ月以内の発行)

　窓口は名寄の場合、名寄税務署１階「管理運営・徴収部門」料金は４００円

   ※「e-Tax」による納税証明書の交付請求をした場合は３７０円となっています。

　用意するもの

　※申請者により用意するものが異なります。最寄りの税務署にお問合わせください。

　

本人確認書類 ・免許証など顔写真のある公的な証明書の場合…1
・顔写真の無い証明書の場合…2点
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４ 決算書など

（１）決算書の写し　＜法人の場合＞

　審査基準日直前１年度分の収支決算

　なお、１事業年度が１２ヶ月に満たない場合は、更にその直前の事業年度分も必要

（２）申告書の控　＜個人の場合＞

　【青色申告を提出した方】

　　平成２９年営業分の確定申告の控（コピー）及び損益計算書（裏面の内訳を含む）の写し

　【その他の申告（白色申告）を提出した方】

　　平成２９年営業分の確定申告の控（コピー）及び営業収支の状況が明示されている書類

　（収支内訳書両面）の写し
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業務分類表

番号 名称 番号 名称（略称） 番号 名称 番号 名称（略称）

０１
建物等管理業
務

０１ 建築物清掃 ０６ 廃棄物運搬 ０１ 一般

０２ 施設管理 ０２ 産業廃棄物

０３ 公園等管理 ０３ 資源ごみ

０４ 空気環境測定 ０４ 汚泥

０５
貯水槽・浄化槽清掃（地下タンク含
む）

０５ その他

０６ その他屋内施設清掃 ０７ 検査・点検業務 ０１ 飲料水水質検査

０７ その他屋外施設清掃 ０２ 臨床検査

０２
設備点検・保守
点検業務

０１ 電気設備 ０３ 機器検査

０２ 空調設備 ０４ レセプト点検

０３ 消火・防災設備 ０５ その他検査

０４ 電算・通信設備 ０８ ０１ 統計調査

０５ ボイラー・冷凍設備 ０２ 環境調査

０６ エレベーター・昇降機 ０３ その他調査

０７ 給排水・衛生設備 ０９
防虫又は消毒
業務

０１ 防虫・病害虫駆除

０８
その他設備・機器の保守（医療機
器含む）

０２ 消毒

０３ 警備業務 ０１ 常駐（巡回）警備 １０
広告又は催物
請負業務

０１ 広告・イベントの企画・運営

０２ 機械警備 ０２ 展示

０３ 交通誘導・雑踏警備 ０３ ビデオ等撮影・編集

０４ 除排雪業務 ０１ 除雪 １１ 情報処理業務 ０１ システム開発

０２ 排雪 ０２ システム保守

０５ 運送業務 ０１ 旅客運送 ０３ データ入力

０２ 貨物運送 １２ ０１ 印刷物（自社デザイン）

０３ 運転代行 ０２ 看板（自社デザイン）

０３ その他（自社デザイン）

１３ 電力供給業務 ０１ 電力供給業務

デザイン等製作
業務（個人除く）

中分類大分類 中分類大分類

調査業務（工事
に付帯するもの
を除く）
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許
可

・
登

録
等

名
屋
外
広
告
士

イ
ベ
ン
ト
業
務
管
理
者

シ
ス
テ
ム
監
査
技
術
者

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン
エ
ン
ジ
ニ
ア

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

第
１
・
２
種
情
報
処
理
技
術
者

基
本
情
報
技
術
者
（
旧
初
級
シ
ス
テ
ム
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
タ
）

情
報
処
理
メ
ー
カ
ー
等
公
認
資
格

１
～
３
級
冷
凍
空
気
調
和
施
工
技
能
士

基
礎
１
・
２
級
冷
凍
空
気
調
和
機
器
施
工
技
能
士

１
・
２
級
配
管
技
能
士

基
礎
１
・
２
級
配
管
技
能
士

１
・
２
級
自
動
ド
ア
施
工
技
能
士

１
・
２
級
化
学
分
析
技
能
士

１
・
２
級
広
告
美
術
仕
上
げ
技
能
士

１
～
３
級
舞
台
機
構
調
整
技
能
士

酸
素
欠
乏
・
危
険
作
業
主
任
者
（
旧
１
種
）

酸
素
欠
乏
・
硫
化
水
素
危
険
作
業
主
任
者
（
旧
２
種
）

１
・
２
級
電
気
工
事
施
工
管
理
技
士

大
気
関
係
第
１
～
４
種
公
害
防
止
管
理
者

水
質
関
係
第
１
～
４
種
公
害
防
止
管
理
者

特
定
粉
じ
ん
関
係
公
害
防
止
管
理
者

一
般
粉
じ
ん
関
係
公
害
防
止
管
理
者

騒
音
関
係
公
害
防
止
管
理
者

振
動
関
係
公
害
防
止
管
理
者

公
害
防
止
主
任
管
理
者

特
定
化
学
物
質
等
作
業
主
任
者

毒
物
劇
物
取
扱
責
任
者

一
般
毒
物
劇
物
取
扱
者

農
業
用
品
目
毒
物
劇
物
取
扱
者

特
定
品
目
毒
物
劇
物
取
扱
者

有
機
溶
剤
作
業
主
任
者

特
殊
建
築
物
等
調
査
資
格
者

建
築
設
備
検
査
資
格
者

昇
降
機
等
検
査
資
格
者

許
可

・
登

録
等

名
産

廃
収

集
運

搬
（

北
海

道
）

・
そ

の
他

[
そ

の
他

]
一

般
収

集
運

搬
（

北
海

道
）

・
特

別
[
Ｐ

Ｃ
Ｂ

部
品

]
一

般
収

集
運

搬
（

北
海

道
）

・
特

別
[
集

塵
ば

い
塵

]
一

般
収

集
運

搬
（

北
海

道
）

・
特

別
[
感

染
性

産
廃

]
一

般
収

集
運

搬
（

北
海

道
）

・
特

別
[
そ

の
他

産
廃

]
Ｉ

Ｓ
Ｏ

１
４

０
０

１
Ｉ

Ｓ
Ｏ

１
４

０
０

２
Ｉ

Ｓ
Ｏ

９
０

０
１

Ｉ
Ｓ

Ｏ
９

０
０

２
建

築
物

環
境

衛
生

管
理

技
術

者
清

掃
作

業
監

督
者

空
気

環
境

測
定

実
施

者
水

質
検

査
実

施
者

貯
水

槽
清

掃
作

業
監

督
者

防
除

作
業

監
督

者
ダ

ク
ト

清
掃

作
業

監
督

者
排

水
管

清
掃

作
業

監
督

者
空

調
給

排
水

管
理

監
督

者
警

備
員

指
導

教
育

責
任

者
警

備
員

指
導

教
育

責
任

者
（

１
・

２
号

警
備

）
機

械
警

備
業

務
管

理
者

施
設

警
備

１
・

２
級

交
通

誘
導

警
備

１
・

２
級

雑
踏

警
備

１
・

２
級

第
１

～
３

種
電

気
主

任
技

術
者

第
１

・
２

種
電

気
工

事
士

高
圧

ガ
ス

甲
・

乙
・

丙
種

化
学

責
任

者
高

圧
ガ

ス
甲

・
乙

種
機

械
責

任
者

第
１

～
３

種
冷

凍
機

械
責

任
者

第
１

・
２

種
販

売
主

任
者

Ｇ
Ｈ

Ｐ
講

習
（

研
修

）
修

了
者

甲
種

危
険

物
取

扱
者

乙
種

危
険

物
取

扱
者

（
第

１
～

６
類

）
丙

種
危

険
物

取
扱

者
消

防
設

備
士

甲
種

（
１

～
５

・
特

類
）

消
防

設
備

士
乙

種
（

１
～

７
類

）
第

１
・

２
種

消
防

設
備

点
検

資
格

者
第

１
・

２
種

伝
送

交
換

主
任

技
術

者
路

線
主

任
技

術
者

ア
ナ

ロ
グ

第
１

～
３

種
デ

ジ
タ

ル
第

１
～

３
種

ア
ナ

ロ
グ

・
デ

ジ
タ

ル
総

合
種

ボ
イ

ラ
ー

整
備

士
特

・
１

・
２

級
ボ

イ
ラ

ー
技

士
環

境
計

量
士

（
濃

度
関

係
）

環
境

計
量

士
（

騒
音

・
振

動
関

係
）

許
可

・
登

録
等

名
建
築
物

清
掃
業
登
録

建
築
物

空
気
環
境
測
定
業
登
録

建
築
物

飲
料
水
水
質
検
査
業
登
録

建
築
物

飲
料
水
貯
水
槽
清
掃
業
登
録

建
築
物

環
境
衛
生
一
般
管
理
業
登
録

建
築
物

環
境
総
合
管
理
業
登
録

警
備
業

認
定

警
備
業

法
第
９
条
届
出

機
械
警

備
業
務
開
始
届
出

高
圧
ガ

ス
販
売
事
業
届
出

浄
化
槽

保
守
点
検
業
者
登
録
（
北
海
道
）

浄
化
槽

清
掃
業
許
可

防
除
業

届
出
（
国
）

防
除
業

届
出
（
北
海
道
）

特
定
毒

物
使
用
者
指
定

計
量
証

明
事
業
登
録
・
濃
度
（
大
気
・
水
中
・
土
壌
）

計
量
証

明
事
業
登
録
・
音
圧
レ
ベ
ル

計
量
証

明
事
業
登
録
・
振
動
加
速
度
レ
ベ
ル

計
量
証

明
事
業
登
録
・
特
定
濃
度

作
業
環

境
測
定
機
関
登
録
・
１
～
５
号
作
業
場

気
象
業

務
許
可

屋
外
広

告
業
届
出
（
北
海
道
）

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
特
別
[
廃
油
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
特
別
[
廃
酸
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
特
別
[
廃
ア
ル
カ
リ
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
特
別
[
感
染
性
産
廃
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
特
別
[
特
定
有
害
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
燃
え
殻
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
汚
泥
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
廃
油
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
廃
酸
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
廃
ア
ル
カ
リ
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
廃
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

]
産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
紙
く
ず
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
木
く
ず
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
繊
維
く
ず
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
動
植
物
性
残
さ
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
ゴ
ム
く
ず
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
金
属
く
ず
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
ガ
ラ
ス
・
陶
磁
器

く
ず

]
産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
鉱
さ
い
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
が
れ
き
類
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
家
畜
ふ
ん
尿
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
家
畜
死
体
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
家
畜
ふ
ん
尿
]

産
廃
収

集
運
搬
（
北
海
道
）
・
そ
の
他
[
ば
い
塵
]

営
業

に
関

す
る

主
な

許
可

・
登

録
等

又
は

個
人

資
格

Ｉ
Ｔ
ス
テ
ラ
テ
ジ
ス
ト
（
旧
シ
ス
テ
ム
ア
ナ
リ
ス
ト
・
旧
上
級
シ
ス

テ
ム
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
タ

シ
ス
テ
ム
ア
ー
キ
テ
ク
ト
（
旧
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
エ
ン
ジ
ニ
ア
）

Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
（
旧
シ
ス
テ
ム
運
用
管
理
エ
ン
ジ
ニ

ア
）

エ
ン
デ
ベ
ッ
ト
シ
ス
テ
ム
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
（
旧
マ
イ
コ
ン
応
用
シ

ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
）
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別記第３０号様式

受付番号

　　委託業務等競争入札参加資格申請書

平成　　年　　月　　日

名寄市病院事業管理者

　平成３０・３１年度の名寄市病院事業に対する委託業務等契約に係る競争入札等に参加

したいので、関係書類を添えて申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

申請者

郵便番号

所在地

ふ　り　が　な

商号又は名称

代表者職氏名

㊞

電話番号

ＦＡＸ番号

受任者

上記申請者の支店・営業所等で申請者に代わって見積・入札等をおこなう場合

郵便番号

所在地

ふ　り　が　な

名称

職氏名

㊞

電話番号

ＦＡＸ番号

受付印
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１．事業所の概要

個人開業 明・大・昭・平　　　年　　　月　　　日

法人設立登記 明・大・昭・平　　　年　　　月　　　日

資本金 万円

最近１年間の 売上高（売上金額） 千円

決算期の額 当期利益（所得金額） 千円

従業員数（代表者含） 人

うち臨時・パート 人

委任する支店等の人数 人

年齢

代表者

従業員

消費税及び地方消費
税に関する届出

２．使用印鑑届

貴市に対する見積、入札、請求、各種届等に使用する印鑑を次のとおりお届けします。

申請者 受任者

　所在地 　所在地

　氏　名 　氏　名

　　※　受任先があれば本社使用印鑑は不要です。

氏名

課税業者・非課税業者（該当する方を○で囲む）

使
用
印
鑑

使
用
印
鑑

開業年月日

資本金及び従業員数

（従業員１０名以上の場
合は氏名の記入は不要）

氏名 年齢
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別記３１号様式（１）

委託業務等競争入札参加資格申請付票及び受理票 （提出用）

名寄市病院事業管理者

申請者又は受任者氏名 所在地

※申請書に受任者を記載している
ふりがな

　場合は受任者とする。 名　称

㊞

電　話

F A X

１．希望種目

　別紙、分類表から選択し、分類の番号、分類を記載してください。

番号 番号

２．営業に必要な許認可の状況

　※　※　※　※法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。

３．個人資格が必要な許認可の状況　　　別記第２４号様式

　※　※　※　※許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください

　※　※　※　※「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。

（平成３０・３１年度）

委託業務等競争入札参加資格申請書を受理しました。 受理番号

平成　　年　　月　　日 受付者　名寄市立総合病院事務部総務課

※受理票交付後、審査委員会等で質疑や内容不備がありましたら連絡しますので、御回答下さい。

※２ヶ月以内に、審査に適合しない場合のみ通知いたします。認定した場合は、通知いたしません。

有・無

許認可の名称

　　別記２４号様式添付の有無　　　

許可番号

至　　　・　　　・

許認可の期間

自　　　・　　　・

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

至　　　・　　　・

自　　　・　　　・

業務内容の明細
大分類

登録
分類名 分類名

中分類

11 [平成30･31年度版]



別記３１号様式（２）

委託業務等競争入札参加資格申請付票及び受理票 （申請者控え）

名寄市病院事業管理者

申請者又は受任者氏名 所在地

※申請書に受任者を記載している
ふりがな

　場合は受任者とする。 名　称

㊞

電　話

F A X

１．希望種目

　別紙、分類表から選択し、分類の番号、分類を記載してください。

番号 番号

２．営業に必要な許認可の状況

　※　※　※　※法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。法的な許認可を受けて事業を行っている場合、許認可証等の写しを添付してください。

３．個人資格が必要な許認可の状況　　　別記第２４号様式

　※　※　※　※許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください。許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください。許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください。許認可を受けている場合、許認可証等の写しを添付してください。

　※　※　※　※「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。「情報処理業務」の事業申請者で、エンジニア・プログラマーが資格がない場合は５人まで記載すること。

（平成３０・３１年度）

委託業務等競争入札参加資格申請書を受理しました。 受理番号

平成　　年　　月　　日 受付者　名寄市立総合病院事務部総務課

※受理票交付後、審査委員会等で質疑や内容不備がありましたら連絡しますので、御回答下さい。

※２ヶ月以内に、審査に適合しない場合のみ通知いたします。認定した場合は、通知いたしません。

中分類
登録

有・無

業務内容の明細
分類名

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

大分類

　　別記２４号様式添付の有無　　　

許認可の名称

分類名

至　　　・　　　・

許認可の期間許可番号

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

自　　　・　　　・

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・

自　　　・　　　・

至　　　・　　　・
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別記２２号様式

年 月 日

名寄市病院事業管理者

住所又は所在地

（ ）
代表者役職氏名 ㊞

代表者の生年月日 年 月

  私は、下記の事項について誓約します。

この誓約書に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てず、何ら

の賠償又は補償を求めません。ただし、貴院に損害が生じたときは、その損害を賠償します。

  なお、貴院が必要な場合には、北海道警察旭川方面名寄警察署に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が貴院と行う他の契約等における身分確認に利用することに

同意します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１）暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

   ２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

    力団又は暴力団員を利用している者

（４）暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的

　　に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）

　　までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人

　ではありません。

３　名寄市契約等における暴力団等排除措置要綱第６条による措置を受けている者ではありません。

代表者の氏名にふりがな

（大正・昭和・平成） 日生

記

誓 約 書

平成

商号又は名称
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別記２３号様式

（種別 ） （単位：円）

発注者 業務名
業務場所の所在地

（市町村）
契約金額 契約期間 備考

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

平成　　年　　月

※主だった業務について申請種別毎に１葉ずつ作成すること。
※１年間（平成２９年分）を記載すること。（平成２９年に当該業務実績がない場合は、平成２８年分を記載すること）

業　務　経　歴　書

1
4

[
平

成
3
0
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3
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度
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別記第２４号様式

物品取扱い上有資格者の必要な場合

建築物等管理業務、設備点検・保守点業務、警備業務、情報処理業務等

※この名簿は、申請する本店、受任者がいる場合は、受認した支店等に勤務する有資

格者についてのみ記載してください。

※※※※有資格者は資格を証明できる免許等の写し（A４）版を添付してください。有資格者は資格を証明できる免許等の写し（A４）版を添付してください。有資格者は資格を証明できる免許等の写し（A４）版を添付してください。有資格者は資格を証明できる免許等の写し（A４）版を添付してください。

※記載欄が不足するときは、本紙を複写して使用してください。

申請業種名 氏名 年齢 免許・資格などの名称

有　資　格　者　名　簿

取得年月日
業務経
験年数
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別記第２５号様式

所在地

名称

代表者 ㊞

構成員の名称及
び代表者の名称

所在地 電話番号 主な業種 開業年月日 資本金 従業員数 許可等の名称 許可年月日 許可番号 備考

協　同　組　合　等　の　概　要

[
平
成
3
0
･3
1
年
度
版
]

1
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別記２６号様式

　私は、下記の受任者をもって代理人を定め、権限を委任します。

　　記

【委任期間】

平成３０年10月　　日から平成３２年３月３１日まで

【委任事項】　

１．入札、見積及び開札に関する件

２．契約の締結に関する件

３．契約金額の請求及び受領に関する件

４．入札、見積及び開札に関する復代理人の選任の件

５．その他契約に関する一切の件

平成　　年　　月　　日

　名寄市病院事業管理者

〔委任者〕 住　所

氏　名 ㊞

〔受任者〕 住　所

氏　名 ㊞

※本委任状は本社が支店等に権限を委任する場合に使用してください。

委　　任　　状
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別記２７号様式

１．入札金額 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円

２．件名

　競争入札心得、関係法令の規定、名寄市病院事業が提示した競争入札執行通知書並び

に仕様書その他条件を承諾のうえ、上記金額で入札いたします。

　なお、上記金額には消費税及び地方消費税額を含みません。

平成　　　年　　　月　　　日

　名寄市病院事業管理者

〔入札人〕 住　所

氏　名 ㊞

〔入札代理人〕 住　所

氏　名 ㊞

※訂正箇所必ず訂正印押してください。ただし、金額の訂正はできません。

入　　札　　書
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別記２８号様式

平成　　年　　月　　日

　名寄市病院事業管理者

件名

　上記の入札に関し、次の者を代理人として一切の権限を委任します。

〔入札人〕 住　所

氏　名 ㊞

〔入札代理人〕 住　所

氏　名 ㊞

※本委任状は入札者（代表取締役など）が入札に参加できない場合等に使用してください。

委　　任　　状
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別記第３２号様式

競争入札参加資格関係変更届

平成　　年　　月　　日

　名寄市病院事業管理者

所在地

名　称

代表者氏名 ㊞

電話・FAX

　平成３０・３１年度に行う名寄市病院事業の競争入札への参加資格について、次のとおり変更

があったので、関係書類を添えて届けます。

記

１．変更のあった事項

２．変更日 平成　　年　　月　　日

３．変更前

４．変更後 （変更内容のわかる書類、申請代理人がいる場合委任状を添付）

物品の購入・印刷の請負・物件の賃借・委託業務等
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